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論 文 内 容 の 要 旨  

 

 2018 年，政府の知的財産戦略本部より新たな「知的財産戦略ビジョン」が公表された．

それは，知的財産が今後益々重要となることを踏まえて，2025年～2030年頃を見据えた社

会像と価値を示し，それらを支える知的財産システムのあり方をまとめたものである．第

4 次産業革命と言われる現在，知的財産の重要性は今後益々クローズアップされ，産業界

からは大学在学中に知的財産に関する基礎的知識を身に付けることが望まれている．しか

し，大学工学系学部では十分な知的財産教育が行われていないことがこれまでに報告され

ている． 

こうした先行研究による指摘を背景として，本研究では，まず工学系学部及び大学院工

学系研究科における知的財産関連講義の開講状況を分析した．その結果，全国の大学工学

系学部及び大学院工学系研究科においては，多くても 2単位（30時間）程度の講義が開講

されている場合がほとんどで，倫理教育の中で数時間のみ実施されている場合も多かった．

その一方，知的財産の保護と活用という 2 つの側面に視点を置き，活用に力を入れた講義

もあった．また事例研究として取り上げた大学の工学系学部学生は，法律に関する知識は

ほとんどなかったが，知的財産に全く興味がないわけではなく，「知的財産法」の 15コマ

（30時間）の講義の後には，知的財産法だけでなく，法律全体にも興味を持つようになる

ことがわかった．しかし工学部の場合，実験が多いというカリキュラムの都合上，知的財

産関連の講義時間を増やすことは難しいため，自学自習用のシステムが必要であると考え

た． 

 自学自習のためには，演習問題における自らの誤りが何に基づいているのかを適切にフ

ィードバックできるようなシステムが有効であると考え，誤りの判断を行える自習システ

ムの開発を目指した．法令文が論理式で表現できることに着目して，知的財産法学習時に

おける問題解決プロセスモデルを定義・提案し，学習支援システムを構築した．学習支援
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システムは，演習問題に対して正解の論理構造を自動的に生成でき，その正解と学生が入

力した解の構造とを比較し，その差分をとることによって，学生の誤りが問題解決プロセ

スのどの部分にあるのかを構造的に示せることを明らかにした．そしてこのモデルをシス

テムの制御構造として登載した学習支援システムを開発して，実験的にその有用性を検討

した．その結果，こうしたシステムでの学習は，知的財産への理解を深め，工学系学部の

学生に好意的に受け入れられることがわかった． 

 さらにここで開発したシステムだけでなく，大学の対面での講義をビデオ撮りしてさま

ざまな機能をつけたシステムの実践的利用を通して，工学部学生は，条文を条文集で学ぶ

のではなく，論理式や論理回路を使って学ぶことで，理解が深められることやこうした方

法で学ぶことを好むことがわかったので，先に定義した問題解決過程モデルに基づき，学

生自身が論理式や論理回路を組み立てて条文を学ぶシステムを開発した．その結果，論理

式や論理回路を組み立てて学ぶことのできるシステムは，学生の条文への理解を深め，知

識を獲得できることが明らかになった． 

 さまざまな学習支援システムを開発，運用し，学生のシステム利用のログ解析や成績の

分析などから，学習支援システムの特にインタフェース部分は，学生の特性によって好み

が異なり，成績の向上に対しても学生の特性に応じて学習支援システムを可変的に提供し

た方がよいことが実験的に分かった． 

 本研究では，工学部学生が知的財産法の知識を身につけることを目的として，条文を理

解して演習問題を解けるようにする学習支援システムの設計手法とその適応的提供方法を

提案した．本研究の対象者は，条文を知らない，すなわち法律の知識のない学生に知識を

獲得してもらうことが目的であり，条文の論理式化，論理回路化という本提案手法は有効

であった．今後の課題としては，問題解決過程モデルだけではなく，知識獲得過程もモデ

ル化し，知識獲得支援システムはこのモデルに基づいて開発するのが望ましいと考えてい

る．また教材内容の構造モデルについても実践的に運用してその効果を検討したい．さら

に一歩進めて応用的な内容，例えば，審判や訴訟の実務などを学ぶ場合に，本提案手法を

どのように展開すべきかを検討することが今後の課題としてあげられる． 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

 

 政府の知的財産戦略本部は２０１８年に新たな「知的財産戦略ビジョン」を公表し、ま

た第 4 次産業革命と言われる現在、知的財産の重要性は益々クローズアップされ、産業界

からは大学在学中に知的財産に関する基礎的知識を身に付けることが望まれている。しか

し、大学工学系学部では十分な知的財産教育が行われていないことがこれまでに報告され

ている。 

こうした先行研究による指摘等を背景として、本研究では、まず工学系学部及び大学院

工学系研究科における知的財産関連講義の開講状況を分析した。その結果、全国の大学工

学系学部及び大学院工学系研究科においては、多くても 2 単位程度の講義が開講されてい

る場合がほとんどで、時間のみ実施されている場合も多かった。しかし工学部の場合、実

験が多いというカリキュラムの都合上、知的財産関連の講義時間を増やすことは難しいた

め、自学自習用のシステムが必要であると考えた。 

そこで、法令文が論理式で表現できることに着目して、知的財産法学習時における問題

解決プロセスモデルを定義・提案した。そしてこのモデルをシステムの制御構造として登

載した学習支援システムを開発して、実験的にその有用性を検討した。学習支援システム

は、演習問題に対して正解の論理構造を自動的に生成でき、その正解と学生が入力した解

の構造とを比較し、その差分をとることによって、学生の誤りが問題解決プロセスのどの

部分にあるのかを構造的に示せることを明らかにした。その結果、こうしたシステムでの

学習は、知的財産への理解を深め、工学系学部の学生に好意的に受け入れられることがわ

かった。 

さらに、先に定義した問題解決過程モデルに基づき、学生自身が論理式や論理回路を組

み立てて条文を学ぶシステムを開発した。その結果、論理式や論理回路を組み立てて学ぶ

ことのできるシステムは、学生の条文への理解を深め、知識を獲得できることが明らかに

なった。 

以上の通り、本研究では、工学部学生が知的財産法の知識を身につけることを目的として、

条文を理解して演習問題を解けるようにする学習支援システムの設計手法とその適応的提

供方法を提案し、法律の知識のない特に工学部の学生に知識を獲得してもらうために、条

文の論理式化、論理回路化という本提案手法は有効であることを確認した。 

本論文は８章より構成されている。第 1 章は序論であり、研究背景、本研究の目的、本

論文の構成について述べたものである。第 2 章は大学工学部における知財教育の現状につ

いて述べたものである。第 3 章は特許法学習のための問題解決過程モデルについて述べた

ものであり、特許法学習における表層構造と定式化構造や法令文の論理式表現と特許法学

習の解法構造について言及している。第 4 章は、問題解決過程モデルに基づく学習支援シ

ステム開発について、そのシステム概要から試用実験の結果まで述べたものである。第 5 

章は、本研究で開発した２つのシステムと、その他のシステムとの主観的評価比較を行っ

た結果を示したものである。第 6 章は本研究で開発して学習支援システムの利用状況と知

識獲得状態（成績）の関係について述べたものである。さらに、第 7 章は条文を論理式・
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論理回路で組み立てる知識獲得支援システムの開発について述べたものである。そして、

第 8 章は結論として本研究の総括及び今後の課題などを示したものである。 

本研究は、学習支援システムの設計に関する工学的アプローチによる研究であり、本専

攻の主テーマであるシステム設計工学に直接的に寄与するものであることは明らかである。

さらに、知的財産の創造・保護・活用から構成される知的創造サイクルを社会システムと

してとらえてその研究をおこなう本専攻における知的創造システム特殊研究の趣旨にも合

致し、本特殊研究における研究の意義は大いにあるものと思料される。また、本論文のよ

うな視点からの知的財産法の学習支援のためのシステムについての研究は、特に工学部生

への教育のみならず、法律の理解・普及・啓蒙を図りたい特許庁等の官庁や、企業におけ

るエンジニアの教育という点においても有用なものであると考えられる。 

このような本研究の研究成果については、本学大学院在学中に、査読付き論文５編、査

読付き国際学会発表８件（IEEE系学会３件を含む）、国内学会発表 1件を行っている。 

 なお、技術者倫理に関する高度な倫理観についても確認済である。 

 よって、本論文は博士（工学）の学位に十分値すると判断する。 
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論 文 内 容 の 要 旨  

 

 1. 背景と目的 

視覚情報は人間の行動に強く影響しており、建築や都市空間の計画において利用者から

の見え方を確認するとこは極めて重要である。従来、その確認手法として模型を活用する

ことが多かったが、近年では BIM の普及もありパソコン上で 3 次元モデルを表示して空間

を評価するケースが増えている。しかし、それらの評価方法は主観的もしくは定性的な評

価になり易く、今後、建築計画・設計の手法がデータ・オリエンテッドなアプローチへ転

換していくと考えるならば、その一つとして建築空間の見え方を定量的に求める技術も必

要になると考えられる。しかし、その分野の技術は発達途上であり、今後の更なる発展が

期待されている。ここで、空間を定量的に評価するアプローチは幾つか存在するが、M. L. 

Benediktが提唱した Isovist理論(1979)は、視領域の幾何特性からその空間特性を評価し

ようとするアプローチの代表的存在といえる。また、Isovist 理論から影響を受けた研究

や、自然や都市空間における特定対象物の見え方を独自の方法で分析した研究も様々に存

在する。しかし、それらの研究では空間全体の見え方を網羅的に分析するための計算手法

は提案されていない。よって本研究では、壁・天井・床などの建築構成要素や樹木・空・

周辺建物などの外部環境が建物の各場所からどのように見えるのかを柔軟に分析可能な計

算手法を提案するとともに、汎用性の高い視界幾何特性分析ツールを開発し、その有効性

を評価することを目的とする。 

2. 視界幾何特性の計算方法 

視界幾何特性の計算においては BIM データに含まれるオブジェクトの属性情報に着目し

て開発を進めた。具体的には、視点から放出した無数の視線ベクトルをオブジェクトに衝

突させ、その交点座標群やオブジェクトの属性情報（壁・天井などのタイプ情報）を抽出

することでオブジェクト毎の見えの大きさを算出する方法を提案する。見えの大きさは全
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方向に放出した視線ベクトル数に対する対象物に衝突した視線ベクトル数の割合に全周の

立体角比 4πを乗じた値（単位：ステラジアン）で表すが、その精度は放出する視線ベクト

ルの発生パターンと本数によって変化する。本研究では 2 段階の検証作業を行い、フィボ

ナッチ格子を用いた視線ベクトルの配列パターンが有効であることを確認した。 

3. 視界幾何特性分析ツールの開発 

フィボナッチ格子による視線ベクトル配列を用いて視界幾何特性の分析ツールを開発し

た。本ツールでは 3 次元オブジェクトの属性情報の種類毎に見えの大きさの合計値と平均

視距離を算出可能であり、それらの可視化インターフェイスとして見えの大きさカラーマ

ップ表示、見えの大きさ割合の円グラフ表示、可視率カラーマップ表示、視線ベクトルと

平均視距離の表示、等の機能を開発した。開発ツールの有効性や計算負荷の高さを確認す

るため、藤本壮介氏が設計した house Nを対象にケーススタディを実施した。その結果、

空間内の各所における周囲の見え方の違いを直感的且つ定量的に把握することができるこ

と、開口部からの視線の抜け方をビジュアルに確認できること等を確認した。一方で、視

線ベクトル群が離散的に存在する場合、見えの大きさや平均視距離が一括され、視線ベク

トル群ごとの見えの大きさや平均視距離を細かく把握できない問題も確認された。 

4. 視領域単位の細分化手法の開発 

 前章の最後に触れた問題点を解決するため、対象物毎の視領域（以降、視領域単位と呼

ぶ）を自動的に細分化する手法の開発を行った。視領域単位の基本的な分割方法としてタ

イプ分割、ID分割、領域分割の 3つの処理方法を取り上げ、その組み合わせ方の違いによ

る細分化手順を 4パターンに絞り、どれが有効か建築作品 house Nを対象に検証を行った。

結果、タイプ分割→ID分割→領域分割の順に細分化する手法が有効であることを確認した。

また、細分化された視領域単位毎の見えの大きさや平均視距離をグラフ化する手法も開発

した。 

5. 開口部ごとの視領域単位分析手法の開発 

全周方向における視領域単位の細分化が可能になったため、開口部ごとに視領域単位を

分析する手法の開発を行った。開口部に相当する箇所に開口オブジェクトを配置し、それ

と視線ベクトルの交差関係を基に視領域単位を算出する。また、追加機能として各視領域

単位の視線方向（方位角・仰俯角）を算出する機能を設けた。さらに、新たに開口部ごと

に細分化された視領域単位毎の見えの大きさや平均視距離、視線方向を表記する手法も開

発した。 

6. 総括 

以上の研究を総括し、本研究で達成した視界幾何特性の分析手法を総合的に評価し、そ

の意義をあらためて確認した。また、今後の展開や可能性および課題についてまとめた。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

 

 金沢 21世紀美術館のような建築作品からも分かるように、近年の建築作品では、隣接す

る空間同士および室内と屋外が様々な関係を持つものとして計画されることが増えてきて

おり、建築空間内の各所から周囲や外部の見え方をいかにデザインするかが重要視される

ようになりつつある。また、都市内の公共空間の計画では、犯罪防止や利便性・快適性の

向上といった観点から、視認性や街路の接続性など、空間の見え方に基づいた計画手法が

様々なかたちで提案・応用されてきた。これに対し、海外では 1970 年代から Isovist や

SpaceSyntaxといった空間の幾何的な見え方の解析理論が提案され初め、90年代になると、

コンピュータや CAD ソフトウェアの発達を背景に、海外のみならず国内においても 3 次元

的且つ幾何的に空間の見え方を解析する手法が提案されるようになってきた。しかし、そ

れらの殆どは可視性や可視領域のような抽象化された指標での情報提示に留まり、建築空

間において、何が、どの程度、どのように、見えるかをより具体的に解析する技術は未だ

開発されていない。このような背景から、本研究は、建築空間の各所における周囲の幾何

的な見え方を総合的に解析するための基礎的技術の開発を目的として、属性情報を持つ 3

次元モデル（BIM データ）を用いて視界幾何特性（視対象ごとの見えの大きさ、平均視距

離、視方向）を算出・可視化する手法を提案し、プログラミングによるツール開発および

その有効性検証を行ったものである。 

 

申請論文は全 6章で構成されており、各章の内容は次に示すとおりである。 

第 1章では、本研究の着手に至る問題意識やそれを受けての目的および方法が提示され、

関連する国内外の既往研究を紹介するとともにそれらとの相違点を述べている。 

第 2 章では、視界幾何特性の計算方法の提案とその検証結果について述べている。具体

的には、視界幾何特性を高精度且つ総合的に計算するため、多数の視線ベクトルを全方位

にできる限り一様に放出し、視対象となる各種 3 次元モデルとの交点計算を行う方法を提

案しており、その視線ベクトルの配列方法としてフィボナッチ格子の使用を提案している。

見えの大きさに限定して精度検証のためのツールを開発し、正二十面体基準格子や緯度経

度格子といった他の格子と比べて精度が高いことを示すとともに、視対象オブジェクトの

コンディション、放出視線ベクトル数、計算精度の相対的な関係性を明らかにしている。 

第 3 章では、フィボナッチ格子による視線ベクトル配列を用いた視界幾何特性分析ツー

ルの開発概要およびその有効性検証のためのケーススタディについて述べている。視界幾

何特性分析ツールは、壁や樹木などの視対象オブジェクトの属性ごとに見えの大きさと視

距離をそれぞれ計算し、建物モデル内にヒートマップとして可視化する機能を備えており、

実在する建築作品を想定したケーススタディを実施してその有効性と課題を明らかにして

いる。 

第 4 章では、視領域単位を細分化する手法の提案とその検証結果について述べている。

前章で開発した機能では、壁、樹木といった視対象属性ごとの視界幾何特性が一緒くたに

算出され、まとまって見える状態と離散的に見える状態などを判別できなかった。この問
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題を解決するため、球面ボロノイによる視線ベクトル群の隣接判定などを含めた視領域単

位の自動細分化アルゴリズムを提案するとともに、視領域単位の構造的な可視化手法とし

て視領域単位構成グラフを併せて提案し、ケーススタディを通してその精度や有効性を確

認している。 

第 5 章では、前章で提案した視領域単位の細分化やその可視化手法が建築設計者にとっ

ていかに有効か不明瞭であるとの考えから、分析ツールに、窓や出入口のような開口部に

対して全視領域単位を対応づけるアルゴリズムを組込み、開口部ごとに視領域構成グラフ

を可視化する機能を追加開発している。また、国内外に実在する有名建築 10作品を想定し

たケーススタディを実施し、建築空間の比較分析における具体的な活用方法を示している。 

 第 6 章では、各章の結果をまとめるとともに、既往研究で提案された 7 種類の分析手法

との比較を行い、本研究の総合的な優位性を確認するとともに、研究の課題や今後の展望

について述べている。 

 

建築空間の分析では、多様な物差しにおいて物理量と心理量の双方を扱う必要があるが、

本研究では心理量と照らし合わせるための空間の幾何的な見え方という物理量を効果的に

計算・可視化する手法を提案している。この成果は、既往の解析手法をさらに前進させる

ものとして、また、近年普及が著しい BIM データの新たな活用法としても高い有用性があ

ると考えられ、開発されたツールの公開などを含めた今後の社会貢献が強く期待されるも

のである。 

 

申請論文の内容は、博士後期課程在学中において、査読付き論文 2 件、国際会議 1 件、

国内口頭発表 5 件として申請者が筆頭著者として発表している。国内口頭発表においての

受賞 1 件（若手優秀発表賞）も含め、これらは申請論文の成果が学会において高い評価を

得ていることを客観的に示すものである。 

なお、技術者倫理における高度な倫理観についても確認済みである。 

よって、本論文は博士（工学）の学位に十分値すると判断する。 
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論 文 内 容 の 要 旨  

 

 研究の目的は，橋梁の長寿命化の観点から，現存する木橋と集成材を材料とした近代木

橋の経年による健全度の推定法と木材利用促進の観点から土木材料に木質材料を用いる試

みとして，面材料である CLT(Cross Laminated Timber)に着目し，鉄筋コンクリート床版

の代替としての可能性を検証することである．経年による木橋の健全度に対して，木橋が

持つ鉛直方向の基本固有振動数に着目し，基本固有振動数に基づく等価曲げ剛性を構造剛

性と定義し，経年による構造剛性の減少により木橋の健全を検証する方法を提案し，石川

県に架かる｢こおろぎ橋｣については早急な保全対策の必要性を唱えた．また，CLT に対し

ては新たな土木材料として提案するため，CLT の構造性能の検証と木橋の弱点である腐朽

に対しての付与技術を提案し，秋田県内で実際に CLT を利用した床版を架設し，その可能

性を実証した．これらは実用レベルに達しており，提案する価値がある． 

 論文の構成は 8 章からなり，｢第 1 章｣では研究の背景と古くからの木橋と近代木橋(以

下，木橋という)に求められる機能を明確にし，木橋の維持管理手法やそれらに関する既往

の研究成果について概説し，国内における事例を示す．｢第 2 章｣では，木橋の持つ構造性

能を明確にするため 23橋の測定結果を示し，①支間長と基本固有振動数，②支間長と減衰

定数の関係を示し，③動的増幅率に関しても，道路橋と同様に支間長との関係を示す．｢第

3章｣では，第 2章で記述した近代木橋と古くからの木橋に対する動的調査の調査手法を示

している．動的調査は，①砂袋落下衝撃試験，②常時微動測定試験，③水平加振試験を実

施し，その実験手法を詳述している．これらのことにより経年劣化に伴う橋全体のヤング

係数を逆解析により推定し，構造剛性の減衰率算出方法を示す．｢第 4 章｣では，近代木中

路式アーチ道路橋を対象に，①経年による大型車両の走行による 3 次元動的応答解析法を

定式化した．その結果，応答変位の特性値に関して定量的な経年による健全度の評価が可

能である知見を示した．これにより，木橋の健全度の評価法は，一度の実橋での実験で得

られたデータを用いて経年による健全度の評価を解析で求められると示している．｢第 5
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章｣では，第 3章で記述した木橋のついての調査結果を示している．経年劣化に伴い，固有

振動数が低減する実態を明確に示した．調査で得られた実験値の固有振動数と固有値解析

結果は，良く一致していることを確認し，経年のよる劣化の実態が固有値解析の中で再現

されているとの結論を示した．｢第 6 章｣では，木材利用促進の観点から土木材料として着

目した CLT を橋梁の床版用途として使用する場合の性能を各種試験により示している．ま

た，CLTの耐久性付与のための方法を室内実験で有効性を示した．｢第 7章｣では，CLTを橋

梁の床版材料に着目し，鉄筋コンクリート(RC)床版の代替として CLT 床版を用いた既設橋

梁の補修工法の可能性を示し，これらの研究を基に実橋に応用した例を示した．｢第 8 章｣

では，本研究で得られた知見をまとめ，現状における問題点や，今後の研究課題を示した．

主な結果を下記に示す． 

(1)実測した 23 橋に関して静的たわみは，設計での鉛直曲げ剛性より実際の剛性が大きい

と判断され，車両等の活荷重に対する実際の抵抗強度が大きい．また，振動モードは各

橋梁形式特有の振動挙動を示しており，鉛直曲げ 1 次固有振動数は，一般的な道路橋と

ほぼ同等であるため，同等の鉛直曲げ剛性を有している． 

(2)近代木橋は下路，中路式アーチ形式以外は，コンクリート系橋梁と同程度の減衰性能を

持つ．また，衝撃係数に関しては，従来の木橋の設計で用いられていた 0.25の設計衝撃

係数は単支間長では小さく，支間長が長くなるにつれて過大評価している． 

(3)経年による固有振動数と減衰定数の低減率，経年による構造剛性(鉛直方向の基本固有

振動数に基づく等価曲げ剛性)の低減率が必要になるが，経年による橋梁の健全度は，応

答変位の特性値により評価が可能である．経過年数と構造剛性の低減率の分布図から得

られた回帰曲線による低減係数は，木橋の健全度評価の指標に有効である． 

(4)近代木橋の材料として着目した CLT を橋梁の床版用途として使用する場合の性能を評

価するため，①静的曲げ試験，②繰り返し載荷試験，③輪荷重載荷試験を実施した．上

記試験結果から CLT の構成によって床版の性能を設計することが可能であり，また，十

分な疲労耐久性を有していることを確認した． 

(5)①ラッピングによる被覆(シュリンクラップ，FRP シート)，②塗膜系材料による方法， 

③ポリマーセメントによる被覆，④塗布型木材防腐剤による防腐処理を提案し，乾湿繰

り返し試験を行い，各々の重量比較を実施した．FRPシートでラッピングした試験体は湿

条件を変化させても重量に変動がなく高い防水効果が得られることが分かった．ラッピ

ング技術を用いた木材の物理的な耐久性付与技術の可能性を示唆した． 

(6)実橋の CLTを用いた床版取替え工事を実施し，鉄筋コンクリート(RC)床版の代替として

C CLT床版を用いた既設橋梁の補修工法の可能性を示唆した. 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

 

  わが国では、1980 年後半から 2000 年前半まで構造用大断面集成材を用いた木橋が多

く建設されて来た。その多くは木歩道橋であるが、約 40橋の本格的な木道路橋が建設され、

世界で最大規模の木道路橋も建設されている。また、わが国の伝統的な丸太や角材による

木橋は古くから全国的に多数建設されて来た。しかし、耐久設計の不備による架設後 10年

での落橋や架設後 7年で腐朽劣化によって撤去されるなどの事案も多く生じている。 

 わが国の集成材木橋の歴史は約 30年で、欧米に比べて浅く、維持管理や保全法を学術的

に論議する基盤がほとんど無かった。また、保全技術を検討するためには実橋の実態把握

による基礎データが必要であるが、国内外ともにデータの集積がほとんどなされていなか

った。さらに、木材や木橋は気象環境の要素に大きく影響されるため、諸外国の保全技術

をそのままわが国の木橋に適用できない問題もある。このことから、従来の歴史的な木橋

も含めて、木橋の静的および動的特性の実態把握による構造性能に基づくわが国独自の維

持管理や保全技術の開発が緊急な社会的課題になっている。 

本論文は８章から構成されている。第 1 章ははじめにで、本研究の社会的背景と課題お

よび本研究の特色と目的を述べている。第 2 章は木橋の構造性能に対する実態評価で、28

年間に亘る 23木橋に対する実橋実験と構造解析から、静的および動的特性に関する構造性

能の実態を把握している。第 3 章は経年による木橋の健全度に対する定量的評価で、各検

査法を統合して定量的に健全度を把握する減点法を開発している。第 4 章は動的応答解析

に基づく経年による健全度評価で、走行車両による木道路橋の 3 次元動的応答解析を定式

化し、解析に基づく応答変位から健全度を評価する手法を開発している。第５章は経年に

よる木橋の構造剛性に対する評価で、実質的な劣化曲線である経年による構造剛性の低減

係数を定式化し、この低減係数から健全度を定量的に評価する手法を開発している。第 6

章は直交木床版の構造性能に対する評価で、土木分野での利活用するために曲げ、疲労、

輪荷重走行試験を行い構造性能に検討を加えている。第 7 章は直交木床版の保全技術に対

する評価で、直交木床版を用いた 2 橋の実在橋梁を試験施工して４種類の防腐対策法に対

する効果的な保全技術に検討を加えている。第８章はまとめで、第 2 章から第 7 章で得ら

れた主要な研究成果を要約している。 

本論文の要点は以下の通りである。 

１．集成材の木橋は、欧米では 60 年以前から架設が始まっているが、わが国では 30 年程

の歴史よりない。集成材木橋の歴史が浅い事もあって、木橋の静的および動的な構造

性能に関する基礎データは国内外的にほとんど集積されていない現状である。本論文

は、28 年に亘る全国に建設された 23 木橋の実橋実験と 3 次元構造解析で集積したデ

ータを基に、静的および動的の様々な観点から構造性能に検討を加えている。また、

木道路橋の設計衝撃係数を実橋実験の結果を基に、世界で初めて提案している。それ

らの知見は、木橋の設計法と保全法の技術開発に対して世界的に画期的な貢献をして

いる。 

２．木橋の健全度を評価する場合、様々な検査法による測定結果に対して健全度の評価が 
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行なわれるのが一般的である。しかしながら、それらの評価は個々の検査法による相対

的な評価が一般的で、個々の検査法を統合し、さらに定量的な評価を行なうことは従来

行なわれていなかった。本論文は、個々の検査法を統合して定量的に健全度を評価でき

る新たな減点法を開発し、健全度評価の信頼度を高める貢献をしている。 

３．木橋の健全度を評価する場合、経年による振動特性値の変化で評価が行われる場合も  

 ある。しかしながら、経年による木橋の劣化等による健全度の評価を行なう場合は、数

年ごとのモニタリング調査が必要で、多大な労力と時間を要する。本論文は、過去の振

動実験で振動特性値が既知である場合、解析的に経年による健全度の評価が可能である

新たな知見を提示している。具体的には、世界的に全く行われていない大型車両の走行

による木道路橋の 3 次元動的応答解析の結果から、応答変位によって経年による健全度

の評価が可能である事を論述し、木橋の健全度評価の分野に多大な貢献をしている。 

４．木橋の経年劣化によって橋梁全体の強度低下を評価する事は、維持管理の分野で重要

な課題である。しかしながら、この分野は世界的に基礎データの集積がないことから全

く検討されていない現状である。本論文は、28年に亘って実橋の振動実験で得た 6橋の

集成材木橋と 3 橋の木橋を対象に、鉛直等価曲げ剛性を構造剛性と定義し、経年による

構造剛性の低減係数を世界初として定式化している。また、構造剛性の低減係数から木

橋の健全度を定量的に評価する新たな手法も開発している。 

なお、木橋の実質的な劣化曲線である経年による構造剛性の低減係数の定式化によっ

て、世界的に全く未知の分野である木橋特有の修復限界状態設計法の構築に対して扉を

開いた意義は大きい。 

５．CLT の利活用は国策として急務な課題になっているが、建築部材の活用が主流になっ

ている。本論文は、土木分野への利活用を行うために、曲げ疲労試験や輪荷重走行試験

などから直交木床版の構造性能の評価を検討した。その結果として、RC床版に直交木床

版を使用することが可能である技術論を展開している。そして、わが国で初となる直交

木床版を用いた２橋梁の試験施工を行ない、4 種類の防水・腐朽効果に対する評価など

直交木床版橋梁の保全法を開発するための検討も行なわれ、土木分野における直交木床

版の利活用に多大な知見を提示している。 

 以上のように、28年の長きに亘る実験と構造解析を基に、本論文は木橋の構造性能の実

態に基づく保全技術の開発に対して、わが国のみならず国外的にも学術的に多大で有意な

知見を提示している。よって、本論文は博士（工学）の学位に十分値すると判断する。 

 

 


